
港湾の軍事拠点化・兵站基地化に反対する特別決議 

 

ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、中東・ガザ情勢をはじめとする武力紛争、さ

らに米中対立の激化など、世界は依然として軍事的緊張が続いている。米国とイランと

の停戦合意は緊張緩和への一歩となったものの、恒久的な平和の実現にはなお多くの課

題が残されている。いま国際社会に求められているのは、軍事力による対立ではなく、

国際法を尊重し、対話と外交による平和的解決である。 

 

こうした情勢のもと、日本政府は、防衛費の大幅な増額や敵基地攻撃能力の保有、日

米軍事一体化の強化を進めるとともに、「特定利用空港・港湾」の指定拡大や港湾施設

の整備を推し進めている。港湾では、自衛隊によるコンテナ荷役訓練や港湾施設の共同

利用などが各地で進められ、港が軍事輸送や兵站の拠点として利用される環境が着実に

整えられつつある。 

港湾は、人々の暮らしと産業を支える公共インフラであり、その役割は平和利用を基

本とするものである。港湾が軍事的役割を担うことになれば、有事の際には攻撃対象と

なる危険性が高まり、港湾労働者はもとより、港湾地域で暮らす住民の生命と安全、地

域経済にも重大な影響を及ぼすことが懸念される。 

 

私たち全港湾は、結成以来、「港を戦争に使わせない」「働く仲間を戦争の加害者にも

被害者にもさせない」という理念のもと、平和と民主主義を守る運動を続けてきた。こ

の理念は、軍事的緊張が高まり、港湾の軍事利用が現実味を帯びる今日において、ます

ます重要なものとなっている。 

私たちは、港湾労働者の雇用と生活、そして命と安全を守る立場から、港湾の軍事拠

点化・兵站基地化に断固反対する。また、「特定利用港湾」政策の見直しを求めるとと

もに、港湾の公共性と平和利用を守るための取り組みを一層強化する。 

さらに、港湾が戦争遂行の拠点として利用されることのないよう、全国の仲間、市民、

平和を願うすべての人々と連帯し、平和憲法の理念を守り、平和な社会の実現をめざす

運動を粘り強く広げていく。 

私たちは、「港は平和のためにある」という全港湾の理念を堅持し、港で働く仲間の

命と安全、雇用と生活を守り、港を戦争に使わせない運動をさらに前進させることを、

ここに決議する。 
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